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The reclamation of crushed tire scrap of passenger cars was carried out by a conventional 

mechano-chemical procedure with organic thiol and amine compounds which are usually em-

ployed as an accelerator， antioxidant and peptizer for vulcanizates. Consequently， 2-mer 

captobenzothiazole and its cyclohexylamine salt were found to be the mor巴 effectivereclaiming 

agents 
From the swelling measurement of SBR vulcanizates in benzene solution containing a small 

amount of thiol and amine compounds as a recJaiming agent， it was that thiophenol， p 

chlorothiophenol， n-butylamine and dimethylamine contributed considerably to the degradation of 

vulcanizates. Moreover， the thiol-amin巴 complexwas found to serve remarkably as a br四 kerof 

crossliking which is presented in the form of di-and poly-sulfide linl王ages

These reclaimed rubbers obtained by the mechano-chemical procedure with thiol and amine 

compounds have low Mooney viscosity旦ndthes巴 re-vulcanizatesshow the excellent tensile 

properties. Especially， the re-vulcanizates having the tensile strengt of 170 kgf/cm2 were obtained 

by the use of the reclaiming agents composed of thiophenol and n-butylamine or morpholine 

4;) 

古タイヤを主とする加硫ゴムスクラップは，以前から

埋没や焼却などによって便宜的に処理されてきたが，環

境保全ならびに資源不足の現状から，これらを有効な資

源としてリサイクノレを計り，再利用することが望まれる。

このような見地から，加硫ゴムスクラップは種々の方法

によって再利用が検討され，実用化されつつあるのが現

状である九

用されている。 (2)は破砕によって粉末状とし，それに適

当なバインターを加えて成形し，弾性体として利用する

方法であり，パラスマットや土木建築資材として実用化

されている。 (3)はゴムスクラップを熱分解して生成する

ガス及びj由を燃料として利用したり，残分を吸着剤，充

てん剤などとして利用するものである。この方法はスク

ラップの大量処理と生成物の燃料及び配合剤としての用

途はあるが，ゴム材料の直接還元化といった見地から考

えると満足な方法とはし、えなし、。 (4)は架橋点やポリ 7 ー

鎖、を切断して加硫コムの網目を崩壊させ，一次元ポリマ

ーに戻し，再生コムとして利用するものである。再生ゴ

ム製造方法2}としてはオイノレパン法，ダイジェスター法，

リクレメータ一法，高圧蒸気法， ランカスター。ノミンバ

リ一法応エンゲノレケ法などがあり， これらの方法で天然

コムを主体とするスクラップの再生が実施されている。

これらの方法は¥，、ずれも高温で長時間加熱して解重合さ

ぜることが骨子となっている。その際の有効な酸化分解

触媒としての検討も多数行なわれているなしかしこの

古タイヤを主とする加硫コムスクラップの再利用の方

法を大別すると次のようである。

(1)原形又はそれに近い状態で利用

(2)機械処理をしての利用

(3)熱分解生成物を利用

(4)再生ゴムとして利用

(1)の原形利用は，更生タイヤ，魚礁，訪舷材，潅j既路な

どとして古くから実用化されているが，近年の莫大なス

クラップ発生量の極く一部分の利用しかできない現状で

ある。また，最近，セメント製練工場の原燃料として利
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ような熱分解法によって得られる再生コC ムは相当分子量

が低下しているために優れた再加硫物物性は期待で、きな

い。また，スチレンフタジエンゴムを主体とする乗用車

タイヤスクラップの再生は，天然ゴム加硫物の再生と比

べてより過酷な条件が必要とされる。

(l)~(4)の再利用方法には前述したような問題点がある

が，現段階としては加硫ゴムスクラップを再加工可能な

ゴムに再生する(4)の方法がリサイクノしと L、う立場から最

も当を得ていると考えられる。最近，このような観点か

ら，有効な再生剤探索のための研究及び再生工程の簡略

化に関する研究が多く実施され，発表されている。たと

えば，破砕した乗用車古タイヤゴム粉末を可塑化再生す

る際の有効な再生剤として，塩化第一鉄あるいは塩化第

一銅とフェニノレヒドラジンの組合せ41シキシリノレジスノレ

フィドなどの素練り促進剤吋:効果的であると報告してい

る。理想的には三次元網目構造中の架橋点のみが完全に

切断され，ゴム分子鎖は損傷されないことであるが，そ

のためにはできるだけ低温で，加硫コム中の架橋点を選

択的に開裂させる試薬を探索して再生剤として使用する

ことが考えられる。著者らはこのような見地に基づいて，

硫黄加硫の天然コム (NR)及びスチレンブタシエンコム

(SBR)に対する有効な再生試薬を探索し，合理的な再

生方法を確立することを目的とした。

硫黄加硫コムの架橋構造は，モノ，シ及ひ、ポリスノレ 7

ィト結合から成っている。 これらの結合を有する有機

イオウ化合物の反応性についてこれまでに多数の研究例

がある。そのうちのスルフィド結合の開裂のための親

電子試薬あるいは求電子試薬としてチオーノレ化合物，ア

ミン化合物など61が挙げられる。したがって，本研究では，

種々のチオ ノレ及び、アミン化合物を用いて古タイヤゴム

を機械化学的に可塑化再生し，得られる再生ゴムの特性

を検討した。さらに，加硫ゴムに対するこれらの化合物

の作用機構を検討した。

2.実験

2 .1 標準加硫コム

標準加硫ゴムは次の 5種類であり，これらは有効な再

生剤の探索及び再生機構を検討するために使用した。

(A)カーボンブラック配合 SBRの硫黄加硫物

(B)純ゴム配合 SBRの硫黄加硫物

(C)純コム配合 SBRのテトラメチノレチウラムジスノレフィ

ド CTMTD)加硫物

の)純ゴム配合 SBRの過酸化ジタミノレ (DCP)加硫物

(日カーボンブラック配合 NRの硫黄加硫物

これらの配合と加硫条件を表 lに示す。加硫コム中の未

反応、の加硫剤を除去するためにアセトンて'24待問抽出した。

表 1 配合と加硫条件

カーがン iラ7ク配合 純コP ム配合

SBR (1502) 100 100 100 100 
NR (RSS非1) 100 
ステアリン酸 1.0 1.0 1.5 1.0 1.5 

酸化亜鉛 5.0 5.0 5.0 4.0 5.0 
HAFカオ、ン 50 50 
加硫促進剤Ij MBT11 1.5 1.0 

TMTD21 1.2 
MBTS31 3.0 

硫 黄 2.0 3.0 2.0 
DCp41 3.0 

加硫温度 CC) 150 150 140 160 160 

加硫時間(分〕 10 10 20 10 30 

1) 2 メルカフトベンゾチアノール， 2)テトラメチルチウラムンスル
フィム 3 )ジベンゾチア γ ルソスノしフィド， 4)過酸化 νクミル

2.2 供試コム粉

実際の再生化実験用のゴム粉は乗用車古タイヤを冷凍

破砕した粗砕ゴム粉であり，使用する前に 710~420μm

(24~35 メッシュ〕の粒径に分け，その際にできる限り

繊維くず及び金属粉を除去した。表2vこコム粉の組成を

示す。ここで NRとSBRのブレンド比は赤外吸収スベク

表 2 コム紛の組成

SBR/NR 40/60~45/55 

アセトン抽出率 (3S) 6.3 

クロロホノレム抽出率(忽) 2.1 

カーボンブラック C3S) 60~70 

無機分 C3S) 5.2 

トノレ定量法71を適用した。ゴム粉の熱分解生成物の赤外吸

収スベクトノレにおける 890cm-1と700cm-1の吸光度比よ

り決定した。その他の分析方法については JIS K 6350 

のゴム製品分析方法に準じて実施した。

2.3 再生剤及び再生用油

再生剤として使用したチオ ノレ化合物及ひ、アミン化合

物は市販 級試薬をそのまま用いた。またチオーノレ及び

アミン誘導体として，加硫促進剤，老化防止剤及びシャ

ツク解剤である有機コム用配合剤を再生剤として用いた。

チオフェノ ノレのnアチノしアミン塩 CTP固n-BuA)は，

へンゼンを溶媒として室温下で等モノレの両者を反応させ

ることによって合成した。生成した携は淡黄色の固体て、

あり，その融点は 75~78'C であった。

再生用油としてのプロセスオイノレは芳香族系のソニツ

クX-140C共同石油 KK)をそのまま使用した。

ヘンゼンは通常の方法によって精製した後，蒸留して

使用した。 (b.p.80~80 .5'C)

2.4 ゴム粉の再生及び再加硫

ゴム粉に所定量の再生斉u及び再生用油を添加して混合

し， この混合物を 7.62cm(3インチ〕ゴム用混練リロ

ノレ機を用いて所定の時問機械化学的に可塑化した。ここ
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でローノレの回転数及び回転比はそれぞれ 24-}， 1.2で

ある。ローノレ間隙はゴム粉に有効な機械的せん断力を与

えるために締め切りの状態(0.2mm以下〕にした。また，

ローノレ温度は， 自動酸化によるポリマー鎖の切断がなる

べく起らないようにするため，及び装置的に操作上の困

難さがあるために 50~60"C の範囲とした。

得られた再生コム 100gに対して加硫促進剤IJNシクロ

ヘキシノ~-2 へンゾチアジノレスノレフェンアミド(CBS)

1.5g， ジベンチゾジノレ γ スノレフィド (MBTS)0.5g及び

硫黄1.5gを戸ーノレで充分混合した後， 160"Cで10分間プ

レス加硫した。なお，得られた再生コムは時間の経過と

ともに硬化する現象が認められるため，可塑化した後 1

時間以内に再加硫した。

2.5 試験及び測定

2 . 5 . 1 膨潤試験 各種チオーノレ及びアミン化合物

を少量添加したベンゼン溶液中に標準加硫コム試験片

(20XIOX 1 mm)を 30"Cで浸潰し，加硫ゴムの重量変

化から(1)式を用いて膨潤度(l/VR)を算出した。また膨

潤度から(2)式を用いて網目濃度〔ν〕を算出した。

l/VR = 1十 (Wb川「α 1)ρ1/ρ2Y (1) 

ν三二

[VR+μVR2+1n(1-VR)) 
VO(VRI13- VR/2) 

Wa， Wb 膨潤前及び後の加硫コムの重量

(2) 

ρ1，加硫ゴムの比重〔純ゴム配合 0.96，カーボンブ

ラック配合1.10)

P2，ベンゼンの比重 (0.87)

Y ，加硫ゴム中のポリマーの重量分率

VO ;ベンゼンの分子容 (89.94)

μ ，ゴム溶媒相互作用係数 (SBRO.37)

これらの試薬を添加したベンゼン溶液中における膨潤

度(1/VR)と無添加のベンゼン溶媒中における膨潤度(1/

VRC)の差(l/VR-l/V RC)，あるいは，これから算出され

る網目濃度の減少率(1 ν/νc)から，有効な再生剤の深

索及び再生機構の推察を行った。

2 .5 .2 可塑度 ムーニー粘度 (ML+4100"C)より

判定した。測定には島津製作所製のムーニービスコメー

タ を使用した。

2.5.3 再生ゴム加硫物の物性 引張試験は東洋ボ

ーノレウイン社のテンシロン UTM-4-100型を使用し，引

張速度 500mm/分あるいは 100mm/分，温度 20"Cの条件

で測定した。なお，試験片は 3号ダンベノレ型を用いた。

硬さ (Hs)の測定には，スプリング式硬度計を使用した。

3 結果及び考察

3.1 有機ゴム用配合剤によるゴム粉の再生

再生コムを製造する装置としては前述したように種々

のものがあるが，一般のコム加工工場で使用されている

こと，工程が簡便で結果の判定が迅速であること， コcム

に対して高せん断力を与えることができるという点から，

コム用混練りロール機を使用して機械的素練りする再生

方法を適用した。ロ ノし機などを用いて生コムを素練り

する際の素練り促進剤としては，加硫促進剤，シャツク

解剤などの有機コム用配合剤8)が挙げられる。まず，こ

れらのコム用配合剤を用いてゴム粉を機械化学的に可塑

化再生し，得られた再生コムの特性を評価した。

コム粉 50g，再生剤としての有機ゴム用配合剤 0.5g及

び再生用油としてのプロセスオイノレ 5.0gを混合し，これ

をローノレ機で 30分間素練りしながら可塑化した。得られ

た再生ゴムのムーニ 粘度，及び再生ゴム加硫物の引張

特性を表 3にまとめて示す。コントロ ノレは再生用油だ

表 3 有機コム用配合剤によるコム紛の再生

再 生 剤
ム ー ニ ー 枯ff Hs TB ER 

(暗号) (MLl+41∞'C) 日IS)(kgfjcm2) (%) 

コントロール 100以上 57 96 210 

ンーOーへン'}7 ~トフェニ，c

(BASS) 50 1白 250
ンス 'Cフィト

2-) A力7卜へンゾチアソーんの
(CMBT) 22 53 123 360 γクロヘキγIl7~ '/塩

2-) ，レカフトベンソチアソー" (MBT) 3E 59 120 280 

N~ ソ担ロヘキシ Il- 2へ:.，.-，) 

(CBS) 40 54 130 310 
千アソ-"ス，C7ェン 7:卜

ヘンタメチレンシチオカ 'Cハ〔ン酷
(PPDC) 56 52 118 390 

ヒヘリシン

2 -). I~ カブトヘンス 1 ，夕、'J- I~ 問BI) 72 55 ll7 400 

γブェニルチオ尿素 (DPUI 89 50 102 4ω 

N，N シエヰルチオカ，Cノ、モイ .C
93 56 115 300 2ベンノチア 11}11スルブィ卜

2 ~(2 ， 4シニトロフェニルチ7，)
102 57 103 350 

へ J ソチア 1-11

N守ト7千，c〒2へンソ千了、J-11 

(BBS) 1ω以上 57 110 290 
ス'C7ェン 7~ト

N オキン/エチレ /~2 へン)千ア
チアソ ルスル 7ェン 7'卜 (OBS) 日 109 310 

N， N'~ ンワェニ 11-p-7 ェニレ/ のPPD) 51 124 390 
シ7~ン

N〒ニトロソン 7ェニ 11/.)1ン (NDPA) 55 117 320 

ホ l}_p_シニトロ ソヘ/七 j
のNB) 49 103 350 

けで可塑化した場合で、ある。チアゾーノレ系の加硫促進剤

である CMBT及び CBSなとを再生剤として用いた場

合， ムーニー粘度が 40以下に，特に CMBTでは 20程

度の再生コムが得られることがわかった。また，生ゴム
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図2 アミン化合物によるSBRの膨潤度

C); nーブチノレアミン， ・，こノメチノレアミン

⑥;トリエチノレアミン，①，ジフェニノレアミン

0;モルホリン

s 2 。

のシャツク解剤として使用されている BASSの場合にお

いてはあまり可塑化効果は認められない。これらの結果

から， 2ーメノレカプトベンゾチアゾーノレのようなチオール

化合物及びこれのアミン塩がゴム粉の可塑化に対して優

れていることがわかった。再生ゴム加硫物の引張特性は，

コントローノレと比較するといずれの再生剤を用いた場合

においても優れており，特にCBS，MBT， DPPDを用

いた場合には高い引張強さ (TB) 及伸び (EB) を示すこ

とがわかる。市販の再生ゴム加硫物の引張強さは100kgf/ 

cm2程度であり，これよりも高値を示す再生ゴムが得られ

た。

以上の結果から，チオーノレ及びアミン化合物はゴム粉

を機械化学的に可塑化する際の有効な再生剤であるとと

もに，優れた引張特性の再生コム加硫物が得られること

がわかった。

3. 2チオーノレ及び、アミン化合物による加硫ゴムの分解

3.2.1 再生剤の探索。古タイヤゴム粉を機械化学
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いても膨潤度は高値を示し，また，漫漬時間の増加に伴

って高膨潤度になることがわかる。特に，チオフェノー

ノレ (TP)，Pクロロチオフェノーノレ (CTP)などの芳香

族系のチオーノレ化合物，及びnーブチノレアミン(n-BuA)，

シメチノレアミン，モルホリンなと"の第一級及び第二級ア

ミン化合物の場合にはより高膨j閏状態になることがわか

る。また，カーボンブラック配合のNR加硫物について

も同様な方法で実施した結果， SBR加硫物の場合と同様

な傾向を認めた。特にTPあるいはβーナフタレンチオー

んを用いた場合には1O~20時間程度の浸漬時間から加硫

ゴム表面が徐々に崩壊することを認めた。

的に可塑化再生する際の再生剤としてチオーノレ及びアミ

ン化合物が優れていることがわかったが，これらの化合

物の中でさらに優れた再生剤の探索を行った。再生剤の

探索には，種々の化合物を少量添加したベンゼン溶液中

に加硫ゴムを浸潰し，その膨潤度を比較する方法を適用

した。

種々のチオーノレ及び、アミン化合物を 0.1モノレ/Q添加し

たベンゼン溶液中における SBRカーボンブラック配合加

硫物の膨潤度の増加 (l/VR-1/V RC) と漫漬時間の関係を

図 1及び図 2に示丈ベンゼン溶媒中における膨潤度(1/

VRC)と比較すると，いずれの化合物を添加した場合にお
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図3.チオール及びアミン化合物によるSBRの膨潤度

・;チオフェノ ル O;nープチノレアミン

();チオフェノーノレのn ブチルアミン塩

2 3 
浸漬時間(日)

。4 6 
浸漬時間(日)

図 1 チオール化合物によるSBRの膨潤度

0;チオフェノール，⑩;pータロ Pチオフェノーノレ

.;ニヂオキ νレノーノレ， ⑥;シクロヘキシルメノレカ

プタ/， ①;n-ブチノレメノレカブタン

B 2 。
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つぎにチオーノレとアミン化合物の併用効果について検

討しt::.oすなわち，TP'n-BuA塩を用いて先と同様にSBR

加硫物の膨潤試験を行い，その結果を図 3に示す。ここ

でTP及びn-BuAの添加量は0.1モノし/i!， TP'n-BuA 

塩は， 0.05モノレ/且とした。両者の塩の場合にはそれぞれ

単独の場合よりも高膨潤度に達し，また添加量が 0.1モ

ノレ/Q以上では 10時間程度の浸漬時聞から加硫コムの崩壊

を認めた。これらの結果から，チオーノレのアミン塩を使

用した場合には両者の単独の場合よりもさらに加硫ゴム

の分解を促進することがわかった。

3 . 2 . 2 分解機構 TP， n-BuA及び両者の塩を用

いて加硫ゴムの分解機構について検討した。

ポリマ←主鎖、の切断か，架橋点の切断かを推察するた

めにHorikxの理論9)を適用した。すなわち，架橋高分子の

分解反応における有効網鎖数とゾノレ分の関係において，

ポリマー主鎖と架橋点の両者を含むランタム切断は(3)式，

架橋点だけの切断では(4)式のように表わされる冒

1 -Ve2/ν'el= 1ー (1-S21/2)' /( 1 -SI 1/2)' (3) 

1 -Ve，/Vel = 1 -y'( 1 -S，I/')' / YI( 1 _S，'/2)' (4) 

Ve ，有効網目鎖数， S;ゾノレ分

γ，全ポリマーの架橋指数

1. 2 分解反応の前及び後を示す

(3)式及び(4)式から得られる浬論曲線を図 4に示す。また，

カ ボンブラック配合の SBR加硫物を用いてへンゼン溶

液中で分解反応を行い，有効網目鎖数の減少率とゾノレ分

の関係を図 Hこ併記した。いずれの場合においても架橋

6.0ト

、今、ごj勺J 42500 1 ?11jトー @ @t@・c.'@.'，tJ.，f 9 j ， F 

q晶晶⑮化<l ③ 

o 20 40 畠o 80 100 
1-ν/vc (%l 

図 4 網目濃度の減少率とゾノし分の関係

著書;チオフェノ ノし， O;nブチルアミン

③，チオフェノ ルのn フチルアミン塩

，ランタム切断理論曲線

ー，架橋点切断理論曲線

点だけの切断を示す理論曲線に近いことから，チオー

ノレ，及びアミン化合物は加硫ゴム中の硫黄架橋点の切断

に寄与しているものと考えられる。

硫黄加硫した加硫ゴムの架橋構造にはモノ，ゾ及びポ

リスノレフィド結合が存在するが， このような架橋構造を

有する加硫ゴムの分解機構を推察するために，架橋構造

の異なる 3種類の SBR純ゴム配合加硫物を用い9先と同

様にTP'n-BuA塩を添加したへンゼン溶液中で、膨潤試験

を行った。ここで用いたSBRの加硫系はCBS硫黄系，

TMTD，DCPの3種類であり，主たる架橋構造はそれぞ

れポリスノレフィト結合，モノスルフィド結合及び炭素炭

素結合である。図 5に網目濃度の減少率と浸漬時間の関係を

示す。 DCP及びTMTD加硫物の網目濃度の減少率はほ

80 

G註

話ぞ

記

三 40

20 

。
4 6 8 

浸漬時間(日〕

図 5 チオフェノーノレのn ァチノレアミン塩による

各種SBR加硫物の分解

O;DCP加硫物，②;TMTD加硫物

③; CBS-硫黄加硫物

とんど認められないが， CBS硫黄加硫物の場合には浸漬

時間とともに減少率は急激に高くなることがわかる。し

たがって，TP'n-BuA塩は加硫コム中の、ン及びポリスノし

フィド結合の分解反応、に主として寄与し，モノLスノし 7 ィ

ド結合及びポリマ 主鎖の分解反応にはほとんと関与し

ないものと推察される O

3.3 チオーノレ及びアミン化合物によるゴム粉の再生

加硫ゴムの分解剤としてチオーノレ及びアミン化合物が

優れていることがわかった。 3. 1で述べた処方で古タ

イヤコム粉を機械化学的に再生する際に，再生剤として

これらの化合物を使用した。得られた再生ゴムの特性を

表 4に示す。ただし，ゴム粉 100g iこ対して，チオーノレと

アミン併用の場合は 0.5gづっ，単独の場合は1.0gとし

た。また，可塑化時聞は 20分とした。チオ ノL及びアミ

ン化合物を再生剤として用いた場合にはムーニー粘度の

低下がかなり認められ，チオーノレ化合物とアミン化合物

を併用した場合には著しい低下が認められる。チオフェ

ノーんと p クロロチオフェノーノレと比較すると，チオフ

ェ ルを用いた場合にはより低ムーニー粘度の再生ゴム

が得られる。種々のチオーノレ化合物による生コムの素練

り効果を比較した君島の結果8)から予想される。すなわ

ち，電子吸引性あるいは電子供与性の置換基をもっ芳香

族チオーノレ化合物よりも無置換のチオーノレ化合物の方が
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表4 種々 のチオ ル及びアミン化合物によるコム粉の再生

再 生 印l

チオル アミン
ムーニー粘度 (JHISs) TB EB 
(ML，什lOO'C) 血gf/cm2) 附

150以上 56 115 220 

チオフェ/-I~ 47 54 116 日10

シクロヘキンルアミン 143 63 130 280 

n-7チルアミノ 19 57 170 390 

シーn-7チル 7，ン 17 60 158 380 

/クロヘキシル 7 ~ ;; 11 55 138 350 

ジシクロヘキ γ1l-7 ~ン 47 57 144 380 

千オフェノ ル 7ニ 1);; 13 61 125 300 

ヒdヘリジン 30 60 136 370 

モルホ '1ン 30 55 171 420 

ヒヘラシン 19 58 150 370 

7ェニ，cヒドラシン 17 60 154 350 

n-7 千!~ 7 ~ ;; 33 60 132 310 

シタ Pヘキシ，cアミン 102 62 131 290 

p ケロロチオフェノ " ヒドラソヘノセ/ 79 58 167 410 

ピヘ')シン 63 63 105 250 

ヒベラシン 35 61 138 330 

素練り効果が優れていると報告している。また，再生ゴ

ム加硫物の引張特性は，チオーノレ化合物とアミン化合物を

併用した場合に優れており， TPとn-BuAを用いた場

合には引張強さ (TB) 170 kgf/cm'，伸び (EB)390 %の

再生ゴム加硫物が得られる。 TPだけで、再生した場合には

高い EBを示す加硫物が得られるが，これはチオーノレ化合

物が弱酸性であることから，ゴムの加硫反応、を遅らせる

ためと考えられる。チオーノレ化合物とアミン化合物を併

用した場合には，塩基性のアミン化合物によって適正な

加研し条件となるためにパランスのとれた再生ゴム加硫物

が得られると同時に，機械化学的な手段で可塑化する際

にこれらの再生剤が加硫ゴム中の硫黄架橋点をより効果

的に切断するために優れた引張特性を有する再生コム加

硫物が得られるものと推察される。

4.結論

ゴム用混練りローノレ機を用いて古タイヤゴム粉を可塑

化再生する際の有効な再生剤の探索を，種々のチオーノレ

化合物及びアミン化合物を用いて行った。その結果，再

生剤としてチオーノレ化合物とアミン化合物を併用するこ

とによって優れた特性の再生コムが得られることがわか

った。チオフェノーんとn フチノレアミンあるし、はモルホ

リンを再生剤として用L、た場合にはムーニー粘度が30以

下の再生コcムが得られた。その再加硫コムの引張強さは

約 170kgf/cm'，伸びは約 400%であった。これらの結

果から，本研究で用いた再生剤は加硫ゴム中の硫黄架橋

点を効果的に切断するためと推察されたの

本研究の一部は，文部省環境科学特別研究の補助金に

よったものである。
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